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第 4 章   竹富町西表島の実態調査 
1. 西表島調査の目的と方法  
2. もう一つの未利用地「荒廃農地」  
3. 西表島の各地区の現状  
4. 西表島の耕地と耕作放棄地・荒廃農地の分布  
5. 西表島東部地域の耕作放棄地・荒廃農地の実数と要因  
6. 農業集落の特徴‐豊原・大原・大富地区  
6.1 耕作放棄地が減少可能となった要因‐豊原・大原・大富  
6.2 地区で計画されたリゾート開発  
4 
 
6.3 リゾート予定地を農地に復元した地元農家  
7. 農業法人と企業所有地に見る問題と現状  
7.1 高那地区での農業生産法人の破たん  
7.2 伊武田で企業が所有する山林  
8. 小括‐地区の展望・大原・豊原・大富  
9. 中野・住吉地区の耕作放棄地の実数と要因‐農村集落の特徴  
9.1 リゾート施設の痕跡  
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 審査小委員会は、2017 年 6 月 21 日に齋藤正己氏の公開審査会を開催し、さらに同年７
月 21日に口述試験（非公開）を実施し、本論文を中心とし、それに関連のある学識確認の
試問を行った結果、同氏が博士学位の授与に値する学識と研究能力を持っていると判定し
た。 
 
５ 結論 
 
 以上を踏まえ、本審査小委員会は、齋藤正己氏が、研究能力並びに学位論文に結実した
研究成果の到達度の両面において、博士（公共政策学）の学位を受けるに十分値するもの
と判断した。 
以上 
